
第79回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第79期（2018年４月１日～2019年３月31日）

①連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

②連結計算書類の注記

③計算書類の株主資本等変動計算書

④計算書類の注記

鴻池運輸株式会社

本内容は、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.konoike.net/）に

掲載することにより、株主の皆様に提供しているものであります。

表紙



連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）
株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 　 　 計

2018年４月１日残高 1,710 778 97,561 △0 100,050
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 12 12 24
剰 余 金 の 配 当 △2,041 △2,041
親会社株主に帰属
する当期純利益

6,289 6,289

土地再評価差額金の取崩 △442 △442
連結子会社増加による
利 益 剰 余 金 減 少 額

△7 △7

自己株式の取得 △2,526 △2,526
自己株式の処分 △10 42 32
自己株式処分差損の振替 10 △10 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 12 12 3,787 △2,483 1,328
2019年３月31日残高 1,723 790 101,348 △2,484 101,378

その他の包括利益累計額

新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券評
価 差 額 金

土 地 再
評 価
差 額 金

為 替 換
算 調 整
勘 定

退 職 給
付 に 係
る 調 整
累 計 額

そ の 他
の 包 括
利益累計
額 合 計

2018年４月１日残高 4,366 △5,111 772 △2,202 △2,174 283 3,003 101,162
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 24
剰 余 金 の 配 当 △2,041
親会社株主に帰属
する当期純利益

6,289

土地再評価差額金の取崩 △442
連結子会社増加による
利 益 剰 余 金 減 少 額

△7

自己株式の取得 △2,526
自己株式の処分 32
自己株式処分差損の振替 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

170 442 △458 △1,081 △926 37 △39 △927

連結会計年度中の変動額合計 170 442 △458 △1,081 △926 37 △39 400
2019年３月31日残高 4,537 △4,668 314 △3,284 △3,100 321 2,964 101,563
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連結計算書類の注記

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社は48社あり、主要な連結子会社は次のとおりであります。

鴻池メディカル㈱、九州産交運輸㈱、㈱Ｋグランドサービス、㈱ＮＫＳホールディング、日本空輸㈱、

㈱Ｋスカイ、関西陸運㈱、コウノイケ・エアポートサービス㈱、㈱エコイノベーション、鳳テック㈱、

KONOIKE-PACIFIC CALIFORNIA, INC.、BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.

　当連結会計年度において、エヌビーエス㈱及び中電産業㈱を株式取得により子会社化したことによ

り、KONOIKE-SOTUS VENTURE CO.,LTD.は重要性が増したため、KONOIKE PHILIPPINES CORPORATION、コ

ウノイケITソリューションズ㈱を設立したことにより、また、当社の持分法適用関連会社であったBEL 

INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.の株式を追加取得したことにより、同社の子会社３社を含め連結の範

囲に含めております。

　当連結会計年度において、コウノイケ・エンジニアリング㈱及びコウノイケ・ビジネスマネージメ

ント㈱は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

②　主要な非連結子会社は次のとおりであります。

KONOIKE TRANSPORT & ENGINEERING(S) PTE.,LTD.

　非連結子会社は資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金等基準の観点からみていずれも小

規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお

ります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

　前連結会計年度に持分法適用関連会社でありましたBEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.他３社は、株

式を追加取得したことにより連結子会社となったため、また、同社の関連会社、創業國際物流股份有限

公司は売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。

②　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な非連結子会社は次のとおりであります。

KONOIKE TRANSPORT & ENGINEERING(S) PTE.,LTD.

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しており

ます。

③　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書

類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

KONOIKE-PACIFIC CALIFORNIA, INC.　他17社　12月31日

　決算日が12月31日の連結子会社については、連結計算書類の作成に当たり、同決算日現在の計算書類

を使用しております。
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　なお、連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行う

こととしております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　時価があるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法を（評価差額は部分純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価がないものについては、移動平均法に

よる原価法を採用しております。

(ﾛ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　主として、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年

機械装置及び運搬具 ４年～17年

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(ﾊ) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 役員退任慰労金引当金

　一部の国内子会社は役員の退任慰労金支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。

(ﾊ) 投資損失引当金

　投資先の財政状態の悪化に備えるため、投資先の資産内容等を勘案し、損失見込額を計上しており

ます。
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④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

⑤　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び

非支配株主持分に含めております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で均等償

却しております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(ｲ) 退職給付に係る会計処理の方法

（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

（ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

（ⅲ）未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(ﾛ) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

(ﾊ) 金額の記載方法

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計

年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示する方法に変更しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 525百万円

現金及び預金 10百万円

合計 535百万円

担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 43百万円

長期借入金 331百万円

その他 39百万円

合計 414百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 116,766百万円

(3) 保証債務

　他の会社等の金融機関等からの債務に対し、保証を行っております。

①　銀行借入金に対する債務保証

神戸港島港運協同組合 50百万円

（佐野運輸㈱の他３社による連帯保証、総額201百万円）

協同組合東京海貨センター 11百万円

その他 0百万円

合計 62百万円

②　営業取引に関する支払債務保証

KONOIKE ASIA(INDIA)PRIVATE LIMITED 3百万円

(4) 土地の再評価

　当社において「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定める地価税の課税標準価格に合理的

な調整を行う方法により算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額との差額
△4,357百万円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

連結会計年度末日における発行済株式の数 56,952,442株

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数

普通株式 232,930株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2018年５月22日
取 締 役 会

普通株式 1,024 18.00 2018年３月31日 2018年６月28日

2018年11月12日
取 締 役 会

普通株式 1,016 18.00 2018年９月30日 2018年12月３日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年５月20日
取 締 役 会

普通株式 998 18.00 2019年３月31日 2019年６月27日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債の

発行により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿

ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半

期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金及び社債の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額（＊）

時　　価（＊） 差　　　額

(1) 現金及び預金 22,499 22,499 －

(2) 受取手形及び売掛金 57,164 57,164 －

(3) 投資有価証券 10,680 10,680 －

(4) 支払手形及び買掛金 （14,361） （14,361） －

(5) 短期借入金 （9,391） （9,391） －

(6) 社債（１年内償還予定を含む） （20,000） （20,002） （2）

(7) 長期借入金（１年内返済予定を含む） （11,937） （11,986） （48）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

①　金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(6) 社債（１年内償還予定を含む）、(7) 長期借入金（１年内返済予定を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。

②　非上場株式（連結貸借対照表計上額784百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。
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６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,772円01銭

(2) １株当たり当期純利益 111円62銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 111円19銭

７．企業結合等関係に関する注記

(1) 株式取得による企業結合

　当社は、2018年10月２日付で、香港の国際航空貨物フォワーディング事業会社であり持分法適用会社であ

る「BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.」（以下「BEL社」という）の発行済株式の70％を追加取得し完全子

会社化いたしました。

　なお、BEL社は、創業國際貨運代理(中國)有限公司、BEL SUPPLY CHAIN SOLUTIONS LTD.、BEL INTERNATIONAL 

LOGISTICS VIETNAM COMPANY LTD.を子会社として保有しております。

①企業結合の概要

(ｲ) 被取得企業の名称及び事業の内容

　ア　名称　　　BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.

　　　事業内容　国際航空貨物フォワーディング、NVOCC（注）、倉庫、配送

　イ　名称　　　創業國際貨運代理（中國）有限公司

　　　事業内容　国際航空貨物フォワーディング、NVOCC（注）、倉庫、配送

　ウ　名称　　　BEL SUPPLY CHAIN SOLUTIONS LTD.

　　　事業内容　ロジスティクス、倉庫、配送

　エ　名称　　　BEL INTERNATIONAL LOGISTICS VIETNAM COMPANY LTD.

　　　事業内容　国際航空貨物フォワーディング、NVOCC（注）、倉庫、配送

(注) NVOCC とは、Non Vessel Operating Common Carrier の略であり、自ら国際輸送手段（船舶等）を持

たない貨物利用運送事業者であります。

(ﾛ) 企業結合を行った主な理由

　当社は、成長戦略の１つであるグローバル展開の一環として、中国・アジア・欧米を中心とした国際航

空輸送事業の強化を図るべく、2015年４月に香港を本社とするBEL社の株式30％を取得し、当社との提携

による事業拡大に取り組んでまいりました。同社が得意とする香港・中国発の航空輸送サービス、欧米ネ

ットワークを活用し、電子・自動車部品、家電商品などの輸送取扱を拡大してまいりました。

　BEL社は、欧州向けの輸送実績で多くの航空会社からTop Agentに選定されるなど高い評価を受けてお

り、近年は欧州に加え、中東・インド・北米を重点４地域とする戦略により、この３年間で航空貨物取扱

は７割増加、特に、越境EC貨物、電子部品、VR玩具等航空需要の高い貨物の取込を強化しております。

　そのような状況下、海外に進出している日系企業のみならず、非日系企業との取引拡大を図るため、

BEL社との関係を更に押し進め、100％出資の完全子会社とすることを決定致しました。AI家電や越境EC貨

物の輸出の増加、中国一帯一路構想による欧州やアジア周辺国との貿易拡大等、今後も香港・中国からの

航空貨物需要は堅調に推移していく見通しです。BEL社を非日系企業向け営業の中核会社と位置づけ、当

社が日本で培ってきたロジスティクスサービスと融合させ、香港・中国市場での総合物流サービスの事業

拡充を目指します。
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(ﾊ) 企業結合日

2018年10月２日（みなし取得日　2018年９月30日）

(ﾆ) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(ﾎ) 取得した議決権比率

取得直前に所有していた議決権比率　30.0％

企業結合日に取得した議決権比率　　70.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　 100.0％

(ﾍ) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として全株式を取得したためであります。

②連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2018年10月１日から2018年12月31日

③被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

追加取得前に保有していたBEL社の株式の企業結合日における時価 595百万円

追加取得に伴い支出した現金 1,389百万円

取得原価 1,985百万円

④被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　　221百万円

⑤主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　37百万円

⑥発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(ｲ) 発生したのれんの金額

558百万円

(ﾛ) 発生原因

　取得原価が、被取得企業の資産及び負債を企業結合日の時価で算定した額（純額）を上回ることによ

り発生しております。

(ﾊ) 償却方法及び償却期間

　４年間にわたる均等償却

⑦企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 3,332百万円

固定資産 367百万円

資産合計 3,700百万円

流動負債

固定負債

2,222百万円

46百万円

負債合計 2,269百万円
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８．重要な後発事象

　　自己株式の取得

当社は、2019年５月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的で柔軟な資本政策を遂行し、株主への利益還元の充実並びに資本効

率の向上を目的として、自己株式を取得するものであります。

(2) 取得に係る事項の内容

①取得対象株式の種類

当社普通株式

②取得し得る株式の総数

3,000,000株（上限）

③株式の取得価額の総額

5,000百万円（上限）

④取得期間

2019年５月10日から2020年５月９日まで

⑤取得方法

東京証券取引所における市場買付け
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金
自　己
株　式

株 主
資 本
合 計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利　益
剰余金
合　計

固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2018年４月１日残高 1,710 918 － 918 427 1,680 48,080 25,041 75,229 △0 77,858
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 12 12 12 24
剰余金の配当 △2,041△2,041 △2,041
当 期 純 利 益 5,636 5,636 5,636
固定資産圧縮
積立金の積立

218 △218 － －

自己株式の取得 △2,526△2,526
自己株式の処分 △10 △10 42 32
自己株式処分差損
の 振 替

10 10 △10 △10 －

土地再評価差額金
の 取 崩

△442 △442 △442

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額(純額)
事業年度中の
変 動 額 合 計

12 12 － 12 － 218 － 2,924 3,142△2,483 683

2019年３月31日残高 1,723 930 － 930 427 1,898 48,080 27,965 78,371△2,484 78,541

評価・換算差額等
新　株
予約権

純資産
合　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土　地
再評価
差額金

評価・換算
差 額 等
合 　 計

2018年４月１日残高 4,265 △5,111 △845 283 77,295
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 24
剰余金の配当 △2,041
当 期 純 利 益 5,636
固定資産圧縮
積立金の積立

－

自己株式の取得 △2,526
自己株式の処分 32
自己株式処分差損
の 振 替

－

土地再評価差
額 金 の 取 崩

△442

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額(純額)

207 442 649 37 687

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

207 442 649 37 1,370

2019年３月31日残高 4,472 △4,668 △196 321 78,666
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計算書類の注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　時価があるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法を（評価差額は部分純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価がないものについては、移動平均法による

原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）、並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 10年～30年

機械及び装置 ５年～17年

車両運搬具 ４年～６年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　投資損失引当金

　投資先の財政状態の悪化に備えるため、投資先の資産内容等を勘案し、損失見込額を計上しておりま

す。

③　退職給付引当金

(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

(ﾛ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による

定額法により費用処理しております。

　なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ、発生年度の翌事業年度より費用処理してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(5) 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連

結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

③　金額の記載方法

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度

の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示する方法に変更しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 87,415百万円

(2) 保証債務

　他の会社等の金融機関等からの債務に対し、保証を行っております。

①　銀行借入金に対する債務保証

BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD. 739百万円

JOSHI KONOIKE TRANSPORT & INFRASTRUCTURE PVT.LTD. 322百万円

関西陸運㈱ 24百万円

従業員 0百万円

合計 1,086百万円

②　営業取引に関する支払債務保証

日本空輸㈱ 462百万円

BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD. 202百万円

関西陸運㈱ 20百万円

KONOIKE ASIA(INDIA)PRIVATE LIMITED 3百万円

合計 689百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 2,181百万円

短期金銭債務 14,080百万円

(4) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

長期金銭債務 1,578百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業収益 2,095百万円

営業費用 4,985百万円

営業取引以外の取引高 1,290百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

当事業年度末日における自己株式の数 1,491,481株
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払費用 1,949百万円

退職給付引当金 4,215百万円

長期未払金 482百万円

固定資産減損損失 1,230百万円

資産除去債務 281百万円

投資有価証券 748百万円

その他 731百万円

小計 9,639百万円

評価性引当額 △3,072百万円

繰延税金資産合計 6,567百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △836百万円

有形固定資産 △410百万円

その他有価証券評価差額金 △1,970百万円

繰延税金負債合計 △3,216百万円

繰延税金資産の純額 3,350百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △8.8％

住民税均等割 2.3％

評価性引当額の増減 1.5％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.0％
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引は以下のとおりであります。

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 545 494 51

合　　　　計 545 494 51

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算出しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 51百万円

１年超 －百万円

合計 51百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 59百万円

減価償却費相当額 59百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

属性 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金

事 業
の 内
容 又
は 職
業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

コウノイケ・
ビジネスマネ
ージメント㈱
（注）２.

大阪市
中央区

10百万円 金融業
(所有)
100.00％

当社グループの
資金運用

役員兼任２
名

ファクタリ
ング取引

13,218 － －

㈱エコイノベ
ーション

茨城県
鹿嶋市

100百万円
産業廃
棄物処
分業

(所有)
100.00％

設備賃借取引
工場構内業
務等の委託

役員兼任１名

金銭借入取引
（注）３．

－
短 期
借入金
(注)4.

2,750

鳳テック㈱
茨城県
鹿嶋市

100百万円 梱包業
(所有)
60.00％

工場構内業
務等の委託

役員兼任３名

金銭借入取引
（注）３．

－
短 期
借入金
(注)4.

1,950

（注）１．上記のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．当社は、2019年３月１日付けで同社を吸収合併しました。このため、取引金額は関連当事者であっ

た期間の取引金額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

㈱エコイノベーション、鳳テック㈱からの資金の借入については、市場金利を勘案して決定してお

ります。

４．短期借入金は、合併したコウノイケ・ビジネスマネージメント㈱より引き継いでおります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,412円62銭

(2) １株当たり当期純利益 100円05銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 99円66銭
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10．企業結合等関係に関する注記

（株式取得による企業結合）

連結計算書類　７．企業結合等関係に関する注記に記載のとおりであります。

（共通支配下の取引等）

１．コウノイケ・エンジニアリング株式会社の吸収合併

(1) 取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

(ｲ)結合当事企業の名称

（存続会社）鴻池運輸株式会社

（消滅会社）コウノイケ・エンジニアリング株式会社

(ﾛ)事業の内容

特定建設業、一般建設業

②企業結合日

2018年４月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社、コウノイケ・エンジニアリング株式会社を消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

鴻池運輸株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

経営資源の有効活用と事業運営の効率化を目的として行ったものであります。

(2) 実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年

９月13日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。当該合併に伴う抱合

せ株式消滅差益705百万円を特別利益として計上しております。
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２．コウノイケ・ビジネスマネージメント株式会社の吸収合併

(1) 取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

(ｲ)結合当事企業の名称

（存続会社）鴻池運輸株式会社

（消滅会社）コウノイケ・ビジネスマネージメント株式会社

(ﾛ)事業の内容

金融業、不動産賃貸業

②企業結合日

2019年３月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社、コウノイケ・ビジネスマネージメント株式会社を消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

鴻池運輸株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

当社グループを取り巻く外部環境の変化への対応を目的として行ったものであります。

(2) 実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年

９月13日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。当該合併に伴う抱合

せ株式消滅差益373百万円を特別利益として計上しております。

11．重要な後発事象

　自己株式の取得

　連結計算書類　８．重要な後発事象に記載のとおりであります。
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